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国民の批判も高まり，行政への不信感は極地に達し，行政の根本的な改革が叫ばれている o そこで，私は， I 日本に
おける行政監察の法的諸問題」と題して，日本の行政監察制度について検討し，その成果を母国台湾に生かしたし」





さらに，第 5 ， 6 章では，会計検査院の検査権限，検査基準の経済性の問題や手続的・実体的権利保護についてど
のような手段があるのか，について検討した。第 7 章では， ドイツとの比較における日本の財政的コントロールにつ
いて紹介した。また，第 8 章では，行政監察制度について，各国(ドイツ，アメリカ，イギリス， フランス，台湾)
の制度の特色を検討した。最後に，第10章では，総務庁と会計検査院の行政監察の交錯の問題について検討した。
以上の研究を通して，従来の日本の行政法学において欠けていた内部法領域の研究，適法・違法の研究のみならず
当・不当の研究，行政監察に対する国民の権利保護の研究，行政監察の憲法上の意義等について研究した。
論文審査の結果の要旨
本論文は， 日本の総務庁，会計検査院および、地方公共団体の監査委員等の行政監察につき，それぞれの歴史的背景，
監察の実態，法的根拠および法的地位ならび、に監察権限等について， ドイツ，アメリカ， フランス，イギリスおよび
台湾等の制度と比較検討しつつ，かっ豊富な文献・資料に基づきながら，きわめて詳細に検討したものであるo 王氏
の論文の独創性は，主として， 日本の会計検査院と総務庁の両者の関係およびそれぞ、れの意義について根本的に解明
したこと，伝統的な日本の公法学では内部関係としてとらえられていた行政監察の問題を外部関係としてとらえ直そ
うとしていること，および会計検査院の検査報告は直接に国民に公表する義務があるとするドイツの最新の学説を分
円。
析したこと，さらに最近の国会の動きの中で生じている民主党提案の「行政監視院法案」を学問的に分析・批判しか
っ独自の見解を提示したことにある O これらは，日本においても，まだほとんど解明されていなかった問題であり，
かっ日本の現今の行政改革の動きとの関連においても彼の論文は非常に大きな問題提起を行っている。
このように本論文は，行政法学のみならず憲法学にも大きな影響を与え，かっ日本の学問的水準の向上にも大きく
貢献したということができる o このようなことから，本論文は博士(法学)の学位の授与に十分値するものと認定で
きる o
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